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１．新規許可又 ２．一般建設業の許可のみ→ ３．有資格区分等 ４．技術者の ５．技術者の削除
　　は許可換え 　　特定建設業の許可を申請 　　の変更 　　追加
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青森県知事 届出者
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区 分 ７ １ 1

国家資格者等国家資格者等国家資格者等国家資格者等・・・・監理技術者一覧表監理技術者一覧表監理技術者一覧表監理技術者一覧表（（（（新規新規新規新規・・・・変更変更変更変更・・・・追加追加追加追加・・・・削除削除削除削除））））

（１）　国家資格者等及び監理技術者の一覧は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり、国家資格者等・監理技術者一覧表の技術者に変更があつたので、届出をします。

平成　　　年　　　月　　　日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

様式第十一号の二（第四条、第十条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ７該当するものを○で囲む。
新規申請の場合は「１」

新規の場合は記入不要。許可日が複数あ
る場合は最も古いものを記入する。

青森県知事 ０２

姓の最初から２文字をカナで記入。濁
点、半濁点も含めて１文字とする。

姓と名の間は１マス空ける。

国家資格者の場合は「資格証明書」、実務経験のみの場合は

「住民票」の字体で記入する。

婚姻による氏名変更は、変更前を項番７１の区分「５」で削除し、

同時に変更後を別葉で項番７１の区分「４」で追加する。

別表５の「建設工事の種類」により記入する。

ただし、法第７条第２号ハ、第１５条第２号イに該当する場合は、この欄は記入不要。

下記の者についてのみ記入することとなる。

・特定建設業（指定建設業を除く）で指導監督的実務経験を有する者（法第１５条第２号ロ）

・特定建設業で大臣特認を受けた者（法第１５条第２号ハ）

別表３の「有資格区分コード」により記入する。
すでに登録されている技術者について、資格の変更及び追加する場合に
は、既に登録されている資格も記入する。

○営業所の専任技術者を除く技術者のうち、下記のものについて作成する。

①別表３の有資格者（法第７条第２号ハ、法第１５条第２号イ）

②特定建設業（指定建設業を除く）で指導監督的実務経験を有する者（法第１５条第２号ロ）

③特定建設業で大臣特認を受けた者（法第１５条第２号ハ）

般特新規の場合、既に登録されている①の技術者については改めて作成する必要はない。

実印を押印。


